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平成２４年度第２回山口県県民活動審議会議事録 

 

 

議 題：県民活動促進基本計画の改定（素案）について 

議 長：ただいま、諮問いただきました山口県県民活動促進基本計画の改定につ

いて、本審議会で審議していくことになります。 

    それでは、事務局から説明がありました計画の改定につきまして、質問

あるいは意見がありましたら自由に御発言ください。 

 

委 員：細かい点で少し御質問させていただきたいのですが、この素案の第３章

内で県民活動への参加の状況というグラフが幾つか、アンケート調査の結

果ということで出ているのですが、答える側から言ったときに、県民活動

に参加したことがございますかというような質問になるのでしょうか。 

 

事務局：県民活動に参加したことがありますかということなのですが、県民活動

という言葉はわかりにくいので、注釈をつけておりまして、コミュニティ

活動、ボランティア活動、ＮＰＯ活動も全部含めて県民活動ということで

アンケートをとらせていただいております。 

 

委 員：お話をお聞きしておりまして、県民活動、市民活動というと、どうして

もいわゆる何々市町の中での活動以上に、割と広い意味での市民的な活動

という形で理解されているのかなというイメージがあるのですが、県民活

動という言葉にしたときに、県内のための活動とか、そういう何か限定的

な意味で捉える方も多いのかなと思います。今、地方分権化ということも

あるのでしょうが、どうしても市民活動のいろんな支援組織というのが、

各市町でいろんな支援センターができて、それは本拠を各市町に置いてい

ても、震災のように、全国的にいろんなところから幅広く、地域を越えた

活動をしているところがたくさんあるのかなというふうに拝見しており

ました。そこで、県民活動というものをどういうふうに県民の方に理解し

ていただいて、その促進をいわゆる市民活動とどういうふうに両立させて、

県という立場で促進していけるのかという点をお聞きしたかったので、質

問させていただきました。 

 

議 長：山口県の県民活動は、市民活動も入っているし、コミュニティ活動もボ

ランティア活動も入っているという形で、最初出発しています。例えば子

供会のお世話をやっているとか、災害ボランティアで何かやっているとか、

そのときに市民活動を知らすべきだという強烈な言い方をすればよかっ

たのかもしれませんが、当時、動き出したときに、私は神奈川の視察に行

ったのです。本当は、今、言われたように、本当の市民活動というのは、

近代市民社会を構成する市民の活動という意味合いでの市民ですよね。だ
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から、言い方はそれでいいかなと思っていました。 

 

委 員：非常に立派な県民活動の方針が出ているのですが、我々のように小さい 

手づくりの地域おこしで一番悩んでいるのは、いろいろなところから助成

を受けるに当たって、書類を書かないといけないことです。我々は最初か

ら国の事業を受けたものですから、膨大な資料の作成をこなして、事業も

何とか受けたわけなのですが、そのときに、行政の支援が必要なのです。

最初市にこういうことをやろうとしていのだがと言ったら、行政の者は、

仕事をさせられたら大変だという逃げのほうから入ってくるわけです。そ

れで、ここに県民活動に対する各主体に期待される役割というところで、

県民、あるいは行政と書いてあるのですが、市町や地域振興会などに、県

の方からの御指導をひとつお願いしたいと思います。 

我々の地域おこしも、行政の方が５人いらっしゃいますが、その中で

我々の地域おこしに本当に参加してくれるのは県職の１人だけ。あとは、

いまだに１回も顔ものぞかさないというような状況なんです。我々からは

一応こういうことをやりますよという発信はしているのですが、なかなか

出てもらえないということなんです。やはり今、行政というのは、こうい

うボランティア活動がなくして、基本的には成り立たないわけなんです。

それで、我々も地域おこしをしているのは、行政の方で手が回らないだろ

うから、待っていたのでは立ちおくれるということで、地域おこしを手づ

くりで始めたわけなんです。ところが、始めたら、先ほど言ったように資

金がないから、資金をもらおうと思ったら、書類が大変だということで、

県からの御指導をお願いしたいということです。 

  

事務局：趣旨は確かにそのとおりだと思います。農林省の補助金を申請されたと 

きの書類は結構膨大な量になるんです。県は大体１枚から３枚ぐらいで済

むと思うのですが、国の直接委託や直接補助だと、結構膨大な量になるの

で、誰かがどこかで手伝ってあげる、例えば、県からある程度助言がある

と思うのですが。 

 

委 員：我々はこういうことをやりたいんだけど資金ないので、行政で対応して

くれるところはないだろうかということで、県の地域振興課から紹介して

いただいた。農林省だったらこの事業で、国土交通省だったらこういう事

業がありますからということで紹介いただいたんです。そもそも我々は、

二つ同時に受けたもんですから、どっちか一つ受からないと１年間資金が

ないということで、二つとも出したわけです。両方とも受かるのは受かっ

たのですが、我々みたいな会社勤めの者は、膨大な書類を見たって頭が痛

くなるばかりで、本当、どうしたらいいんだろうという思いがあったわけ

なんです。 
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委 員：私どもも同じことを考えておりまして、結局、行政書士さんに助けてい

ただいたような形です。でも、やはり無料というわけにはいかないので、

結局はお金がかかってくるんです。 

    それと、私たちは、今、取りかかっている具体的な例で、街道推進協議

会というものができております。これは国土交通省と県が四半期で会議を

開いています。こういうのは市が手伝ってくれればいいのですが、市単位

の市民支援センターというのは、また別の組織ということになってしまい

まして、そこのところを、市町との協働ということで具体的に、何とかう

まくコミュニケーションをとれるようにできないかなと思っています。皆

さん応援する気持ちでいらっしゃるのだから、私たちが相談に行けばでき

ないことはないと思うのですが、意思疎通ができていないところがありま

して、１から説明しないとできないというところがあるんです。だから、

そこのところをもう少し具体的に市町との協働がスムーズに、相談に行け

ばすぐ何とか手を貸してくださるような方法がないかなと思っておりま

す。 

 

委 員：やはり市民活動支援センターも同じです。チラシを置かしてもらう程度

で、いろいろな支援と言っても、本当のスペシャリストというのはいるわ

けではないし、我々も市民活動支援センターに１回行っただけで、ここは

大したことはないなという感じしか受けなかったわけなんです。 

 

議 長：私が最初にかかわったとき、センターの中に神奈川県の若い人がおられ

て、公設公営だったのですが、夜９時までずっと開いていまして、本当に

それにはまっている人がおられました。だから、実際、行政の方がおられ

る場合は、３年で替わってしまうので、ＮＰＯ自身が資金を獲得するため

にいろんなところに手を出していますが、市町や県のセンターには、とに

かくそこまでスペシャライズ化した形のスタッフがまだいない。できたら、

公設公営のような形であれば、３年ですぐかわるのではなくて、かなり長

期でそこに通じた人が配置されたらと思います。形だけだと本当ＮＰＯ団

体の方から余り役にたたない情報だとか、資料が中途半端になっていると

いうことはあり得るかもしれませんね。 

 

委 員：本当に市のセンターは多機能で、市民の方も来られるし、国の補助をも

らう団体が、例えばうちに相談に来られたというときに、即答でお返事す

ることはまずできないと思うんです。それで、私、前回専門家のアドバイ

ザー制度ということで意見を申しましたら、県民活動支援センターの機能

強化ということで、具体的な取り組みの中に、専門家登録システムを活用

した相談・指導という言葉を入れていただいたんです。専門家の人たちは、

ＮＰＯのことを余り御存じでなかったりするので、ブレイクダウンしない

といけないところがあるんです。今回、新公共でいろんなアドバイザーが
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あって、私たちも連携しながら、行政書士さん、労務士さん、税理士さん、

コンサルティングの方、いろんな方の間に私たちが入って、ＮＰＯを理解

していただき、これはぜひ応援しないといけないというスタンスになって

きてくださっているのです。随分と専門家の方の理解は進んできていると

思いますし、また、自分たちがネットワークでそういう行政書士さんだと

か、相談する相手の方を掘り起こしていって、それを県のほうに登録して

もらうというような形をとっていくということであれば、今すぐでは解決

できないのですが、次にそういう問題を抱えた人たちのために、そういう

ことができるようにしてもらっているというふうに感じてます。 

    内容については、読んでいって、市域のセンターのモチベーションが上

がるような先が見えるものになっていて、あまり言うことがないのですが、

１点ほど、「新しい公共」の推進というところの２番目の○のところに、

新しい公共が目指す社会はあるのですが、これは一人一人の居場所と出会

いとあり、普通に使っているのは出番なので、出番のほうがいいかなと個

人的には思います。 

今度２５年の事業計画をつくっていかれると思うのですが、そのとき

に押さえてほしいなと思っている視点で少し意見を言ってもいいですか。 

     今から私たちが危惧しているのは、自殺者が１４年間３万人を超えてい

るとか、ＤＶの増加とか、引きこもりとか、若者の就労の問題とか、いつ

もやはり究極はそこをどうしたら解決できるかということです。市の支援

センターで団体さんを支援しているのですが、２６年に消費税８％という

ことで、やはり不況とかそういうことが予想されるので、かなりこれを加

速度的に進めていかないといけないと思っています。２４年の白書では、

これまでは連携相手に商工関係とかは上がってなかったと思うんです。今

回新規で掲載されているものも、ライフステージに合わせた県民活動の促

進も、中堅世代は事業主さんとの連携で声をかけていくということでした

し、事業者における社会貢献活動であるとか、寄附文化の醸成、あと自立

的活動に向けた財政基盤の強化とか、寄附促進の仕組みづくりとか、これ

らは全て事業所さんと関係してくることだと思うんです。やはり寄附をし

てもらうという考え方ではなくて、これも一つの社会参加であって、ボラ

ンティアであって、企業にとってもメリットがある。企業にとっても広告

宣伝費のかわりに新しい地域とのつながりをつくることによって、不況が

来ても自社の製品とかを応援し合えるというか、誠実なつながり、ネット

ワーク、そういうものができていくんだというようなこともぜひＰＲして

もらいたいと思います。事業所にある自動販売機の寄附がＮＰＯに行くと

か、そういうことは本当に簡単にできることだと思うので、どんどんＰＲ

していっていただきたいと思います。その辺は県社協さんとか、共同募金

会さんとかが今までも連携とってやられてきていると思いますし、そのあ

たりの寄附を集めるということでは専門の団体もあると思いますので、ぜ

ひ連携をしながら運んでいけたらいいなと思っています。 
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それと、中間支援である市町の市民活動支援センターの強化ということ

について、新人や中堅職員さんや、ファンドレイザーなどを計画的に育て

ていくということですね。市町のセンターは民設民営のところもあります

し、予算もないところもありますので、例えば人数が集まらないような特

別な研修だったら、研修費の半額を助成し、復命を出してもらうとか、報

告会をしてもらったらいいと思います。また、県センターで研修に行かれ

たら、市町の職員に向けて報告会をしてもらうとか、そういうことを共有

しながら進めていく仕組みがあるといいと思います。この間、新公共の事

業で下関市に行かせてもらって、市内のセンターが５、６割ぐらい集まっ

て、パネルディスカッションをしたのですが、それぞれの市町の特性とい

うのが出てきまして、ここのセンターはここが得意で、ここのセンターは

ここが得意だというのが見えてきているのです。だから、全てのセンター

が同じような講座をしたりするのではなくて、圏域で早目に情報を取り合

って、広報の講座はここのセンターがやるから、うちはマネジメントの講

座にしようとか、そういうようなことができるようにしたらと思います。

人数は市域だけだとそんなに集まらないので、そういうような連携とか調

整とかも、市町のセンターをしっかりと支援するような機能をつくっても

らって、しっかり県センターさんにも予算配分していただけたらいいかな

と思います。 

 

事務局：今月１５日にオープンした柳井市の市民活動支援センターに行ってみた 

のですが、相談員３人が皆嘱託なんです。柳井市は公設公営ですが、ほか

に公設民営、民設民営という形態があります。県民活動支援センターは公

設民営ということで、財源が安定して、運営はＮＰＯです。いろんな形が

あって、一緒に集まってもなかなか共通の課題とか共通の運営が見えない

という悩みもあるんです。本当みんな地域によって違うのですが、みんな

そろってきた段階で初めてネットワークが生きるのかなという気はしま

す。 

 

委 員：市民活動支援センターというのは、我々が育てる部分があるんです。今、 

私たちは岩国でまちづくりの活動をしていますので、どうしても観光課の

ほうに多く行くのです。今、岩国の支援センターは、特にエルマーの会と

か、そういう福祉事業にたけていらっしゃいまして、市民が育てるという

ところもあるので、これは私たちの怠慢かもしれないんです。しょっちゅ

う相談に行けば何とか取り次いでくださっていたのかもしれないのです

が、どうしても私たちボランティアの場合は、忙しいというのが一番の理

由で、たくさんいろいろな用を持っているので、こちらに行ってください

という振り分けができないものですから、結局一番連携をとらないといけ

ない行政の観光課とか、観光協会とか、商工会議所のところに行ってしま

う。そして支援活動センターに後をお願いというふうになってしまい、も
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う少し市民が育てる雰囲気をつくっていく必要もあるかなと思います。決

して岩国市の市民活動支援センターが怠慢ではないので、私の言い方はち

ょっと悪かったかもしれないですが。 

 

委 員：私、この山口県の県民活動推進基本計画として、大変細部にわたって検 

討されているなというふうに感じております。丁寧な御説明を聞かせてい

ただいて、今後、これが実際に展開されていくときに、どういうことにな

るのかなと思いながら見させていただいています。 

県民活動を巡る情勢の変化というところで、中山間地域が非常にコミュ

ニティの機能が低下しているというふうにあるんですけれども、私が中山

間地域に住んでいる実感としまして、回覧板を配るのも難しくなっていた

り、地域で何か集金をするときに、それがとても難しくなっていたり、役

員する方がそれぞれの家を回ること自体が難しくなっていったり、確かに

そういう傾向はあるんですけれども、実際に住んでいますと、本当に土日

ごとに行事というのが大成功の世界でございまして、防災運動会などでは

２００人ぐらいの規模で、幼稚園、保育園、社会福祉協議会、地域コミュ

ニティ総出で取り組むわけです。実際に災害が起こったときには、このよ

うに物干しざお２本で担架をつくって、このように運びます。そのとき、

大人と子供では違うから子供ではこうですといって、消防団の方が指導し

て、老人会も加わって、婦人会も協力する。そういう防災とかの意識もそ

うですし、危機感というのが非常に高くて、それに伴ってコミュニティの

きずなに対する欲求も都市部よりも中山間地域のほうが強いんじゃない

かというふうに思っているんです。 

だから、ここで中山間地域を初めとして、県内各地において地域コミュ

ニティ機能が低下していると言えるのかどうか。現実的には確かに３,７

００人という人数で、しかもその中の１,５００人が７５歳以上という現

実があって、老人ホームで寝たきりの生活をしていらっしゃる方とか、福

祉施設にいらっしゃる方とか、住民票があってもどこか遠くに行っている

学生さんだとかを含めれば、人数的にはとても厳しい。厳しいにもかかわ

らず顔が見える地域のきずなというか、そういうものって非常に強いよう

な気がして、機能が低下しているところって書いてしまっていいのかなと

いう気はするんです。これは一つの決めつけじゃないかな。都市部におい

ての地域コミュニティの機能はどうなのかというところです。むしろ、中

山間地域のほうがコミュニティ機能としては非常に成り立っている部分

があって、それをどう維持していくのか、どう発展させていくのかという

ところです。最後のほうにも中山間地域において行政との協働ということ

が言われているわけですが、中山間地域の主要な担い手としての参加促進

として、行政との協働が言われながら、実際にはどうかというと、総合支

所が支所のようになってしまうであるとか、合併の現実というものが見せ

つけられているわけで、職員の数もこれから先減る一方だとすれば、実際
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にこれを現実的な書き方になっているかということです。やはり住んでい

る実感といたしまして、中山間地域に関しては、もっと文字だけではなく

て、具体的な支援というか、そういうものを届けていく課題と、危機感を

持って今の集落を維持している人たちにとって有利になるような、そうい

う計画になっていってほしいなということを思っています。 

 

議 長：現実を言うと、恐らく中山間地域の方が、コミュニティの度合い、結束

が固いと思うんです。ただ、多分ここの文脈の中では、簡潔になるのだっ

たら、非常に高齢化が進んでしまって、力が弱ってきているというように

読んでいたのですが、実際、住んでいる方から見ると、もっと都市のほう

がひどいじゃないかという切り返しですね。山口県は非常に中山間地域が

多くて、これまで二井知事時代に非常に力を入れていた領域ということで

す。 

それから、県民活動にコミュニティ活動が入って、当時、それこそい

わゆるＮＰＯを立ち上げるときなので、市民活動イコールＮＰＯだった

んです。やっぱりコミュニティ活動というのは非常に大事だということ

で、今となっては、だんだんと自治会みたいなところもＮＰＯになった

りしています。渡邉さんと一緒になって山口市につくったＮＰＯは、要

するにコミュニティ活動と市民活動の二つが両輪になっているんです。 

    だから、広域の部分のところで、この活動促進計画がどれだけ反映でき

るか、ＮＰＯにちょっと押された形の部分が若干強いところがあるような

感じがします。 

  

事務局：確かに少し乱暴だったので変えてもよいと思います。「中山間地域を初

め県内各地において」というのは、何か言葉足らずというか、飛躍し過ぎ

で、言われれば変ですね。あれは先入観で書いてあるような感じがあって、

もう一回工夫させてください。 

    それと、中山間地域というのは、法律的に言うと、県内の７割で、ほと

んど山陽側の一部以外は中山間地域なので、一概に中山間地域で何もかも

ひっくるめると、ちょっと乱暴な感じがするので、この辺をもう一回考え

させていただければと思います。 

 

委 員：第５章１の「ライフステージに合わせた県民活動の参加促進」の、児童・

生徒のところで、今、山口県でコミュニティスクールというものがだんだ

ん増えていっていると思います。周南市などは、全小中学校でコミュニテ

ィスクールということが言われていて、学校、家庭、地域全体が一体とな

るというか、そのコミュニティスクールが地域再生のツールになるという

ふうに捉えることができれば、ここにコミュニティスクールという可能性

というか、そういうものも入れていいのではと思うんです。この県民活動

推進基本計画は環境生活部の県民生活課が事務局となっているので、やは
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りそういう視点になってしまうんですけど、ここに市町教育委員会などの

教育関係機関と連携しながらとあるのであれば、やはりコミュニティスク

ールという言葉を入れてもいいのではないかなと思いました。 

 

事務局：もちろんこの計画は環境生活部が中心にはなっているんですが、実は、

ワーキンググループ会議というのを開いておりまして、これはもちろん教

育委員会にも入ってもらっているので、御意見を聴いてみたいと思います。 

 

委 員：そもそも論のような質問で申しわけありませんが、第５章４の今後四つ

の方面にわたって県民活動の一層の促進というのが展開されているとこ

ろですが、中山間地域の主要な担い手といった場合に、定住みたいなとこ

ろまで考えてこういったことを、県では考えていらっしゃるのか。例えば、

定住しないまでも、交流人口とかで一時期都市と農村の交流のような形で、

中山間地域の何らかの役割の担い手として位置づけるというようなとこ

ろなのか、そのあたり少し見通しを教えていただければありがたいと思い

ます。 

 

事務局：実は、この計画をつくるときにイメージしたのは、例えば旧錦町の「ほ

っとにしき」とか、それから周防大島町でいえば「のんたの会」とかです。

形は違うんですが、「ほっとにしき」などは、錦町が解散して、錦町の職

員たちの方々が、町長や教育長が中心になって事務局をやって、会員数が

１,０００人を超えるいます。一方で、「のんたの会」は、どちらかという

と、会社をやめたＯＢの方、退職者の方々が中心となって地域づくりをや

っているんですが、結果として、地域の課題を町がなくなって岩国市に統

合されたが、錦町という地域を団体で守ろうとかいう感じが、いろんな試

みを幅広くやっておられる。「のんたの会」も、竹の伐採とか、いろんな

木の伐採のほか、文化活動まで幅広くやられている。そういうのをイメー

ジして、県民活動団体の新しい可能性なのかなと考えていまして、この分

野、文化分野だけとかではなくて、比較的幅広い団体が出てきたなという

のが実情です。そういった団体をできるだけ多くということで、協働やマ

ルチステークホルダーというものを掲載しており、県民活動団体が中核に

なって、地域のいろんな団体をまとめて、何かできないのかなという思い

もあって書かせていただいているというのが実情でございます。 

 

委 員：それと、今、私たちは中山間で、３大学にいろいろと協力いただいてい

るのですが、我々としては、定住とかそういうことじゃなくて、要するに

大学生さんにいろんなことをやっていただいて、地域の活性化の一つとし

て来ていただいているわけなんです。例えば、我々の集落、山の中ですが、

下関水産大学の先生にも協力いただいているのです。水産大学の先生にお

願いしたのは、山が荒れれば海が荒れるんだと、その教育の一環として、
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先生、学生を出していただけませんかということで入っていただいたんで

す。それで、先生、それはもちろんのことだということで、月１回の繁茂

竹林の伐採事業に水産大学から来てやってもらっているのです。 

    あと山大の工学部の先生、下関市立大学の先生にもお願いしております。

イベントの折に、来ていただいて、地域の方々と一緒に、地域の活動の中

に入っていただいて、協働、例えば炊事炊飯をやってもらったりしている。

我々としては、若い者がどんどん来てやってくれるのだから地域の者も頑

張らないといけないなということをねらって、大学に協力してもらってい

るわけです。 

 

委 員：今の関連で伺いたいのですが、私たちの近くに、岩国短期大学がありま

すが、応援をお願いできるような人数もいませんし、学部も違います。何

度かお願いしたことはあるのですけれど、どういうふうに県民活動と大学

等の教育機関が連携できるのか、そこのところの説明をお願いしたいので

すが。 

 

事務局：実は、県立大学が地域連携に対し非常に熱心でおられます。山口大学、

県立大学だけでなくて、結構いろいろな大学がいろんなボランティア活動

に積極的に参加していただいています。特に県立大学には社会福祉学部の

中に地域福祉というものがあり、ここの審議会委員である草平先生も地域

福祉の専門家でもありますが、地域福祉のほかにもいろんな意味で地域と

の連携を考えている大学も実際たくさんありますが、たまたま今、岩国に

はないということです。山大のほか、東京の大学とか関西の大学にも、い

ろんな意味で地域の方に出ていこうとする学生はたくさんおられます。農

業でも、山大などかなり出ておられます。そういう意味で、大学というの

も、実にパワーのあるところなので、連携がどんどん進めばいいと思いで

書いています。 

要は、お願いするキーパーソンを早く見つけるということだと思って

います。例えば、百姓クラブというのが周南にあるのですが、ここは１

万平米ぐらいの場所にシバザクラを植えているんです。デザインしたの

が徳山の専門学校の生徒です。これはもちろん百姓クラブのほうからお

願いしたということで、ずっと活動している学生さんもいるのですが、

結局、団体のほうから働きかけて連携したという例もありますので、い

ろんなことで連携することができると思っております。 

 

委 員：このキーパーソンを早く見つけるというが大事だと思うんですけれど、

これは何か当てがあるのでしょうか。 

 

事務局：そんなにキーパーソンは多くないので、情報でしかないのですが、市役

所や、特に市民活動支援センターは、キーパーソンを、比較的よく御存じ
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だと思います。 

 

委 員：実は、岩国短期大学で、そんな手が回りませんとか言われて断られたこ

とがあるんです。私は、大学生というのは、すごくいい力になると前から

思っていたんです。５、６年前にまちづくりの会に行きましたら、下関大

学の方が、研究発表していらっしゃって、大変な力だなと思いました。そ

れで教授の方がその課題に参加した者は単位になるぐらいに力を入れて

いらっしゃったんです。これは大学にある強みだなとそのころからずっと

思っていました。こういう連携ができれば、今取りかかりたいのは、前寛

平さんが外国から帰ってきて、下関からずっと旧山陽道を歩いてきて、岩

国の旧道は竹やぶで歩けなかったから自動車道を歩いてもらったので、旧

道の竹を５、６人で切りたいと思います。今、維新の道として取り組んで

いるのですが、地元の者や、私の主人たちとか、もう７０になった者を引

っ張り出してやっているのですが、そういう労働だけではなくて、デザイ

ンとか、アイデアとか、そういったものも大学生の力ってすごく大きいと

思うので、ぜひお願いしたいなと思っています。 

 

委 員：確かにそうでしょうね。下関市立大学は下関市民活動支援センターとい

うものが大学の中にあるわけなんですが、センター長は事務員だから、セ

ンター長じゃなかなか動いてもらえない。そこで、我々のところで山口大

学の学生さんが２人、下関市立大学の学生さんが１人、地域おこしのアイ

デアの卒論を書いていらっしゃいましたけど、そのかわり我々はいろんな

ことを提供して、一緒につくり上げようということでやりました。だから、

大学の先生が、最初から下関市立大学に協力していただいたわけじゃない

んです。最初は、下関市立大学の前の学長さんが、たまたま我々の町内に

いらっしゃいましたので、誰か紹介していただけませんかということでお

願いしたら、何々先生のところへ行ってみなさいと言われるから行ったん

です。ところが、前の学長から話がなかったかどうか知りませんが、行く

から交通費をくださいと言われたんです。学生３人の交通費を出すまでの

資金はありませんので、我々も手を引いたわけなんですが、そのうちに、

ある先生が、協力しましょうということで、それでつなぎ合ってできたわ

けなんです。例えば大学の中で、だれかいい先生を御紹介いただけません

かねって言ったって、なかなかこれが難しい。自分から切り開いていかな

いと、大学の先生というのは、企業とは違うんだなという気がしました。

だから大学で地域おこし等をテーマとして持っておられる先生のところ

にお願いしていくのが一番の近道じゃないかと思いますけど。 

 

議 長：やはり先生を育てるのも地域かもしれませんね。例えば、先生によって

は、専門研究でやってきた世界と違うと嫌だという人もいるけれども、や

はり地域の中に入っていくのがいいと思います。学生を育てるためには、
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今の時代、本当に体験が少ないから、就活などでも、昔だったら当たり前

のようなことをやる必要もないのに、今は本当に人との挨拶からしてあげ

ないと、もうたちどころに就活で切られちゃうわけです。だから、地域の

中に行ったら、いろんな人と話したりして、その中で身につけてくれます。。

私も来週、父兄会という三者面談が大学であるんですけど、今は全部、安

全弁をみんな親が用意してあるから、子供がみんな待ちなんです。あのタ

イプで大学まで来たら、本当、中学生か高校生の延長で、大の２０歳には

なっているけど大人じゃない。だから、そういう意味では、今の社会、今

の時代の中で、学生たちの就活についていろんなことを講師がしている。

教わる以前に、地域の中に行って、その人たちの中で手伝いをやったら、

もうたちどころにいろいろなことを学ぶんです。だから、そういう意味で、

わかっている先生はそういう感じで送り出すと思うんです。 

    それから、例えば支援センターに行って、大学の先生で、山大はどんな

先生がいるよ、あそこ行ってごらんよということで、大学へ行ってみると、

最初は首を振らないかもしれないけど、そのうち一所懸命になる先生が出

てくるような感じがします。そういうのはやはり大学が地域ともうちょっ

とつながっていくと、研究テーマ自体は外国の研究か日本の研究でも、地

元の住んでいる地域の研究になってくる可能性も高いわけですから、そう

いう意味で、岩国だったら、広島に広島市立大学とかあるじゃないですか。

そんなに遠くないから、そのあたりから引っ張り込まれてもいいのではな

いですか。 

 

委 員：周南市鹿野は線路もなければ駅もないので、学生さんが来るといっても

どうやって来るんだろうと思うのですが、きのうの午前中は街道のふるさ

と発見探訪ということで、古い民家などが開放されて、みんなが歩きまし

た。参加した５０人のうちの１０人は学生さんで、８人は県立大学の学生

さんで、２人は山口大学の工学部から来られていました。お昼からは廃校

になった渋川小学校が今、工房になっていまして、特産品の加工とかやっ

ているのですが、そこで収穫祭が行われました。その案内をしましたが、

みんなで豚汁を食べたり、おにぎりを食べたり、芋掘りをしたりして、地

域の人と交流を持つということで、鹿野のような線路のないところにでも、

学生さんがレンタカーを借りて来てくれるんです。非常に礼儀正しい学生

さんで、また、県立大学の学生さんは、鹿野人（かのんちゅ）というホー

ムページを立ち上げてくださって、非常に明るい展開になっています。や

はり学生の力というのは、今までの実績を集めただけでも相当なものにな

るんじゃないか。山口県はすばらしいなと思っています。 

 

委 員：支援センターとしては、ボランティアを募集するに当たって、目的であ

るとか、学生にどんなメリットがあるかという、無償だけれども、こうい

う専門家と出会えますとか、そういうことを伝えています。作業で、お昼
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代、お昼弁当が出るとか、１食浮くから、時間もあるとかいう方もいます。

それで、先生が私たちのネットワークの中で、それを手伝っていく。山口

は山大さん、県立大学さんや、地域共生センターなど、ボランティアサー

クルというものが幾つかあるんです。普通の大学生のボランティアサーク

ルが、市民団体などの団体と並列に団体登録をしているんです。うちの土

日を応援してくれる学生さんは、そのボランティア団体に説明会をして、

毎年そこから５,０００円でバイトとして来てもらって、つながりをつく

っておく。そこで、ボランティア担当という人がおりまして、そこに情報

を流していくと、メンバーに回してくれます。でも試験中などで１００％

来てくれるとは限らないのですが、何を学生に持って帰ってもらうかが明

確である団体さんとか、イベントの仕掛け方、個別にチラシをつくっても

らって学生に張ってもらう。そこにはＱＲコードなり、もっと深く情報を

知りたいというものをつけてもらって、今までの活動がわかるようにする。

それで、ＳＮＳの活用って、今回もありましたけど、フェイスブックとか

うちもやってますので、そこにつなげていくことができるんです。そうす

ると、私たちも学生と年の差はあっても友達になっていますので、そうい

ったところにイベント紹介とかでつないでいけるというのがあるんです。

やはりつながりたいと思っている人や、情報を集めたいと思っている人に

どう情報を流していくかというところで考えないと、その受け皿になる団

体さんが、ボランティアコーディネートのスキルがなかったりすると、結

局、自分たちの団体の意義もＰＲできずに、ただ、駒として使ってしまっ

て、継続できないということがあるんです。その辺も私たちがまた支援し

ていかないといけないところかなというのもあるのですが、また、全県的

に県センターでそういうことも考えていけたらいいのかなと思っていま

す。 

 

委 員：ボランティアコーディネーターを持っているかどうかは重要だと思いま

した。そういうコーディネーターの養成というか、各種団体がそういうス

キルアップの講座を開いたらぜひ利用させていただきたいなと思ってい

ます。 

 

議 長：今回の県民活動促進基本計画にもありますが、認定ＮＰＯ法人はかなり

ハードルを下げて、認定をやりやすくなった中で、寄附文化の醸成という

のが非常に求められます。早く言えば、その認定ＮＰＯ法人になった団体

は寄附がかなり今まで以上に集まるような形になるんです。この認定ＮＰ

Ｏ法人などについて、何か実際に山口県で活動されていて、ご意見等あれ

ばお願いします。 

 

委 員：今まで市のセンターの職員は、認定ＮＰＯ法人の知識はあまり持ってな

くてもいいという感じでしたが、ＮＰＯ法人のメリットというのは、登記
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するときの登録免許税ということぐらいですよね。なので、認定ＮＰＯ法

人をとらないと、自分たちも余りメリットがないという状況がはっきりと

見えてきたんです。それで、寄附が３,０００円が１００人か、２割とか

という話になってくるのですが、企業の寄附とかをいろんな形で集められ

るようになったら、割と２割のハードルが低くなってくるんです。そうし

て、いろいろなＮＰＯ法人さんの安定した基盤に向けて、県民生活課が掲

げているように、市町のセンターと一緒になって、認定ＮＰＯ法人の設置

と支援のスキルをここ３年ぐらいとかで頑張ってつけていかないといけ

ないかなと思っていますので、さきほど中間支援の市町のセンターの強化

というところで、ある程度までは市町のセンターが受付をすることができ

て、どうしたらとれるかじゃなくて、何のためのＮＰＯ法人なのか、何の

ためのこういう制度ができたのか、新しい公共ということで、新しい資金

の流れをつくっていくとか、企業から寄附をどんどん集めていくとか、そ

ういうことも含めて、市町のセンターの職員が話せるようになっておかな

いと広がらないのかなと。そこに向けての人材育成というものをしっかり

していただけるといいなと思います。 

 

事務局：認定ＮＰＯ法人は、非常にシンプルなところもあるんですが、最後のと

ころで会計基準とか、それから情報公開とかもありますので、３月に説明

会をしているのですが、今、個別の相談というような段階で、３団体か４

団体、５団体ぐらいが先例になると、いきなり広がるという気もするんで

す。また、市町のセンター、また、市の行政機関も含めて、認定ＮＰＯ法

人について一般的なことを広めたいと思っていますので、どうぞよろしく

お願いします。 

 

委 員：認定ＮＰＯ法人になると、ずっと双方向のやりとりができるということ

なので、自分たちの社会的使命というものを明確に、組織の中で運営を見

直すというサイクルをきちっと入れていくということが必要になり、結局

マネジメントとか、スキルとかということが必要になってきます。だから、

企業さんとの連携が始まると、本当にいい影響を受けるのではないかなと

思います。そこを何とかしないといけないという気持ちで始めていますの

で、行政が手をつけていない公共サービスをＮＰＯさんがやってくれてい

るというのは、認めてくださいますよね。本当に公共サービスではできな

いことをやっていて、私たちはその団体が、このまま行ったら行き詰ると

思います。自分たちの身を削って支援している感じに見えているので、そ

こを支援できないと、この基本計画の意味もないと思うんです。だから、

誰もが豊かで県民パワーが発揮できて、誰にでもスキルアップの場がある

という、それを本当に目指して、また、現場を見ている私たちの意見も提

言していけるようになりたいと思います。 
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議 長：そういうことで、以上、今出ました意見等を事務局のほうでまとめてい

ただき、最終案に反映させていただければと思います。大体以上で議題が

尽きましたので、あとは事務局の方に司会を戻して、私の議長役は終わり

たいと思います。 


